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議員の議員報酬の額及び区長等の給料の額の改定について 

 

 

１．特別区人事委員会の勧告 

（１）月例給 

公民較差２．８９％を解消するため、初任給、若年層に重点を置きつつ、全ての級

及び号給について給料月額を引上げ 

 

 （２）特別給（期末手当・勤勉手当） 

   年間の支給月数を０．２月引上げ 

 

 

２．特別職議員報酬及び給料審議会の答申 

議員の議員報酬の額並びに区長及び副区長並びに教育長の給料の額について、「特別職

議員報酬及び給料審議会」に諮問したところ、以下の答申を得た。 

 

＜答申概要＞ 

月 額：１．２０％引上げ      期末手当：０．２月引上げ 

 

【理 由】 

現下の国際的な原材料価格の上昇や、円安による海外からの輸入コストの増加など

の背景から、物価は上昇している。また、企業による従業員の生活水準の維持・向上

や人材確保の観点から、賃金の引上げの流れが続いている。 

一方、本区では災害対策の強化やデジタル化に向けた取組みなど、様々な行政需要

が増大しており、議員及び特別職については、より一層高度な専門知識や判断力が求

められるとともに、その職責は増している。 

議員報酬及び特別職の給料については、こうした区を取り巻く社会情勢や、本年の

特別区人事委員会勧告並びに国・東京都をはじめとする他の地方公共団体の給与勧告

等を十分に考慮し、月額は１．２０％引上げ、期末手当は０．２月引上げとすること

が妥当である。 

令和６年１２月３日 

企画総務委員会資料 

総 務 部 総 務 課 
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３．改定内容 

特別職議員報酬及び給料審議会の答申を踏まえ、議員の議員報酬並びに区長及び副区

長並びに教育長の給料月額を１．２０％引き上げる。適用日については、職員との均衡

を図るため、令和６年４月１日とする。 

期末手当については、年間支給月数を３．９月から４．１月へ０．２月引き上げる。 

 

 

４．期末手当の支給月数 

 6月 12月 年間 施行日 

現 行 1.95月 1.95月 3.9月  

第１条による改正 1.95月 2.15月 4.1月 公布の日 

第２条による改正 2.05月 2.05月 4.1月 令和 7年 4月 1日 

 

 

５．改正する条例 

東京都台東区長等の給料等に関する条例 

東京都台東区教育委員会教育長の給与及び勤務に関する条例 

東京都台東区議会議員の議員報酬及び費用弁償に関する条例 

 

 

６．補正予算額（案） 

１０，１３４千円（議会費のみ） 

 

 



 

3 

第９７号議案 東京都台東区長等の給料等に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表 

第１条の規定による改正 

改  正  案 現     行 

（期末手当の支給方法等） 

第６条 期末手当の額は、次に掲げる額の合計

額に、６月に支給する場合においては１００

分の１９５、１２月に支給する場合において

は１００分の２１５を乗じて得た額とし、そ

の支給条件、支給方法その他支給に関して

は、東京都台東区職員の給与に関する条例の

適用を受ける職員の例による。 

（期末手当の支給方法等） 

第６条 期末手当の額は、次に掲げる額の合計

額に、６月及び１２月に支給する場合におい

ては１００分の１９５を乗じて得た額とし、

その支給条件、支給方法その他支給に関して

は、東京都台東区職員の給与に関する条例の

適用を受ける職員の例による。 

(１)～(３) （略） 

 

別表第１ 

区長 月額 １,１５１,０００円 

副区長 月額 ９２５,０００円 

(１)～(３) （略） 

 

別表第１ 

区長 月額 １,１３７,０００円 

副区長 月額 ９１４,０００円 

 

第２条の規定による改正 

改  正  後 改  正  前 

（期末手当の支給方法等） 

第６条 期末手当の額は、次に掲げる額の合計

額に、６月及び１２月に支給する場合におい

ては１００分の２０５を乗じて得た額とし、

その支給条件、支給方法その他支給に関して

は、東京都台東区職員の給与に関する条例の

適用を受ける職員の例による。 

（期末手当の支給方法等） 

第６条 期末手当の額は、次に掲げる額の合計

額に、６月に支給する場合においては１００

分の１９５、１２月に支給する場合において

は１００分の２１５を乗じて得た額とし、そ

の支給条件、支給方法その他支給に関して

は、東京都台東区職員の給与に関する条例の

適用を受ける職員の例による。 

(１)～(３) （略）  (１)～(３) （略） 

付 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和７年４月１日から施行する。 

２ 次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から適用する。 

 (１) 第１条の規定（第６条の改正規定を除く。）による改正後の東京都台東区長等の給料等に関す 

  る条例の規定 令和６年４月１日 

 (２) 第１条の規定（第６条の改正規定に限る。）による改正後の東京都台東区長等の給料等に関す 

  る条例の規定 令和６年１２月１日 

（給与の内払） 

３ 第１条の規定による改正後の東京都台東区長等の給料等に関する条例（以下「改正後の条例」とい

う。）の規定を適用する場合においては、同条の規定による改正前の東京都台東区長等の給料等に関

する条例の規定に基づいて支給された給与は、改正後の条例の規定による給与の内払とみなす。 
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第９８号議案 東京都台東区教育委員会教育長の給与及び勤務に関する条例の一部を改正する条例 

新旧対照表 

第１条の規定による改正 

改  正  案 現     行 

（給 料） 

第２条 教育長の給料月額は、７９万３,００

０円とする。 

 

（期末手当の支給方法等） 

第６条 期末手当の額は、次に掲げる額の合計

額に、６月に支給する場合においては１００

分の１９５、１２月に支給する場合において

は１００分の２１５を乗じて得た額とし、そ

の支給条件、支給方法その他支給に関して

は、東京都台東区職員の給与に関する条例の

適用を受ける職員の例による。 

（給 料） 

第２条 教育長の給料月額は、７８万４,００

０円とする。 

 

（期末手当の支給方法等） 

第６条 期末手当の額は、次に掲げる額の合計

額に、６月及び１２月に支給する場合におい

ては１００分の１９５を乗じて得た額とし、

その支給条件、支給方法その他支給に関して

は、東京都台東区職員の給与に関する条例の

適用を受ける職員の例による。 

(１)～(３) （略） (１)～(３) （略） 

第２条の規定による改正 

改  正  後 改  正  前 

（期末手当の支給方法等） 

第６条 期末手当の額は、次に掲げる額の合計

額に、６月及び１２月に支給する場合におい

ては１００分の２０５を乗じて得た額とし、

その支給条件、支給方法その他支給に関して

は、東京都台東区職員の給与に関する条例の

適用を受ける職員の例による。 

（期末手当の支給方法等） 

第６条 期末手当の額は、次に掲げる額の合計

額に、６月に支給する場合においては１００

分の１９５、１２月に支給する場合において

は１００分の２１５を乗じて得た額とし、そ

の支給条件、支給方法その他支給に関して

は、東京都台東区職員の給与に関する条例の

適用を受ける職員の例による。 

(１)～(３) （略）  (１)～(３) （略） 

   付 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和７年４月１日から施行する。 

２ 次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から適用する。 

 (１) 第１条の規定（第６条の改正規定を除く。）による改正後の東京都台東区教育委員会教育長の 

  給与及び勤務に関する条例の規定 令和６年４月１日 

 (２) 第１条の規定（第６条の改正規定に限る。）による改正後の東京都台東区教育委員会教育長の 

  給与及び勤務に関する条例の規定 令和６年１２月１日 

（給与の内払） 

３ 第１条の規定による改正後の東京都台東区教育委員会教育長の給与及び勤務に関する条例（以下

「改正後の条例」という。）の規定を適用する場合においては、同条の規定による改正前の東京都台東区

教育委員会教育長の給与及び勤務に関する条例の規定に基づいて支給された給与は、改正後の条例の規

定による給与の内払とみなす。 
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第１０１号議案 東京都台東区議会議員の議員報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 

新旧対照表 

第１条の規定による改正 

改  正  案 現     行 

（期末手当） 

第８条 （略） 

（期末手当） 

第８条 （略） 
２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日現

在において同項に規定する議員に支給すべ

き第２条の議員の議員報酬の月額及びその

議員の議員報酬の月額に１００分の４５を

乗じて得た額の合計額に６月に支給する場

合においては１００分の１９５、１２月に支

給する場合においては１００分の２１５（以

下これらの率を「支給基準率」という。）を乗

じて得た額（以下「支給基準額」という。）に、

前項の基準日以前６月以内の期間における

その者の在職期間が６月の場合には１００

分の１００を乗じて得た額とし、前項の基準

日以前６月以内の期間におけるその者の在

職期間が６月未満の場合には支給基準額を

その者の在職月数に応じ、月割によつて計算

した額とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日現

在において同項に規定する議員に支給すべ

き第２条の議員の議員報酬の月額及びその

議員の議員報酬の月額に１００分の４５を

乗じて得た額の合計額に１００分の１９５

（以下「支給基準率」という。）を乗じて得た

額（以下「支給基準額」という。）に、前項の

基準日以前６月以内の期間におけるその者

の在職期間が６月の場合には１００分の１

００を乗じて得た額とし、前項の基準日以前

６月以内の期間におけるその者の在職期間

が６月未満の場合には支給基準額をその者

の在職月数に応じ、月割によつて計算した額

とする。 

３～６ （略） 

 

別表 

議長 月額 ９３０,０００円 

副議長 月額 ７９８,０００円 

委員長 月額 ６６２,０００円 

副委員長 月額 ６３４,０００円 

議員 月額 ６１１,０００円 

３～６ （略） 

 

別表 

議長 月額 ９１９,０００円 

副議長 月額 ７８９,０００円 

委員長 月額 ６５４,０００円 

副委員長 月額 ６２６,０００円 

議員 月額 ６０４,０００円 
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第２条の規定による改正 

改  正  後 改  正  前 

（期末手当） 

第８条 （略） 

（期末手当） 

第８条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日現

在において同項に規定する議員に支給すべ

き第２条の議員の議員報酬の月額及びその

議員の議員報酬の月額に１００分の４５を

乗じて得た額の合計額に１００分の２０５

（以下「支給基準率」という。）を乗じて得た

額（以下「支給基準額」という。）に、前項の

基準日以前６月以内の期間におけるその者

の在職期間が６月の場合には１００分の１

００を乗じて得た額とし、前項の基準日以前

６月以内の期間におけるその者の在職期間

が６月未満の場合には支給基準額をその者

の在職月数に応じ、月割によつて計算した額

とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日現

在において同項に規定する議員に支給すべ

き第２条の議員の議員報酬の月額及びその

議員の議員報酬の月額に１００分の４５を

乗じて得た額の合計額に６月に支給する場

合においては１００分の１９５、１２月に支

給する場合においては１００分の２１５（以

下これらの率を「支給基準率」という。）を乗

じて得た額（以下「支給基準額」という。）に、

前項の基準日以前６月以内の期間における

その者の在職期間が６月の場合には１００

分の１００を乗じて得た額とし、前項の基準

日以前６月以内の期間におけるその者の在

職期間が６月未満の場合には支給基準額を

その者の在職月数に応じ、月割によつて計算

した額とする。 

３～６ （略） ３～６ （略） 

 付 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和７年４月１日から施行する。 

２ 次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から適用する。 

 (１) 第１条の規定（第８条第２項の改正規定を除く。）による改正後の東京都台東区議会議員の議

員報酬及び費用弁償に関する条例の規定 令和６年４月１日 

 (２) 第１条の規定（第８条第２項の改正規定に限る。）による改正後の東京都台東区議会議員の議

員報酬及び費用弁償に関する条例の規定 令和６年１２月１日 

（議員報酬の内払） 

３ 第１条の規定による改正後の東京都台東区議会議員の議員報酬及び費用弁償に関する条例（以下

「改正後の条例」という。）の規定を適用する場合においては、同条の規定による改正前の東京都台東

区議会議員の議員報酬及び費用弁償に関する条例の規定に基づいて支給された議員報酬は、改正後の

条例の規定による議員報酬の内払とみなす。 

 


